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品川区養育家庭等自立援助事業補助金交付要綱 

 

制定 令和６年１０月８日区長決定 

要綱第３３９号 

改正 令和７年３月３１日区長決定 

要綱第６６号 

（目的） 

第１条 この要綱は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」とい

う。）に基づき、養育家庭等への措置が対象期間に解除された者等に対し当該

養育家庭等が継続的な相談援助等を行うために要する経費およびその者が一

人暮らしをする場合の居住に係る経費の一部を補助することにより、社会的

養護経験者の社会的自立の促進を図ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定める

ところによる。 

⑴ 養育家庭 

法第６条の４第１号に規定する養育里親として、養育家庭名簿（法第３４

条の１９に規定する養育里親名簿をいう。）に登録された者をいう。 

⑵ ファミリーホーム 

養育家庭または児童養護施設、乳児院等の職員もしくは社会福祉法人等で

要保護児童の養育に関し相当の経験を有する者のうち、児童福祉法施行規則

（昭和２３年厚生省令第１１号。以下「省令」という。）第１条の９に規定

する小規模住居型児童養育事業者として届出を行った者をいう。 

⑶ 養育家庭等 

養育家庭（既に認定を取り消された養育家庭を含む。）またはファミリー

ホーム（既に廃止したファミリーホームを含む。）をいう。 

⑷ 養育家庭等措置 

   法第２７条第１項第３号の規定による養育家庭等への措置をいう。 

 ⑸ 児童自立生活援助 

   法第３３条の６に規定する児童自立生活援助（省令第３６条の４の２第 

３号に規定する児童自立生活援助事業所Ⅲ型において実施されるものに限 

る。）をいう。 
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⑹ 対象者 

養育家庭等措置を受け、その後当該措置を解除された者（当該措置を停止 

された者および同条第５項の規定により他の措置へ変更された者を除く。） 

または児童自立生活援助を実施されていた者をいう。 

（補助事業の種類および内容） 

第３条 この要綱による補助金（以下「補助金」という。）の交付の対象となる

事業（以下「補助事業」という。）は、次の各号に掲げる種類に応じ、当該各

号に定めるとおりとする。 

⑴ 相談支援事業 １月当たり２回以上、養育家庭等が対象者に対して行う次

に掲げる事業 

ア 住居、家庭、交友関係、将来への不安等に関する生活上の問題について

相談に応じ、必要に応じて他の機関との連携その他の必要な支援を行う事

業 

イ 進路および就学と生活との両立に関する問題、求職活動等に関する求職

上の問題、職場の対人関係、離職、転職等に関する就業上の問題等につい

て相談に応じ、必要に応じてハローワーク等専門機関の活用、職場との連

携、面接の付き添いを行う等の支援を行う事業 

⑵ 居住費支援事業 ６月当たり１回以上、次条第２号の対象者がその居住す

る場所に養育家庭等その他の者の訪問を受け、第１号および第３号に掲げる

支援を安定的に受けられる体制を整備する事業 

⑶ 事業計画作成支援事業 １年度当たり４回以上、養育家庭等が次条第２号

の対象者に対し、居住費支援事業に係る事業計画および事業実績報告書の作

成、当該事業計画の進行の管理、生活の状況を振り返ることならびに自立の

意欲の増進について支援を行う事業（区長が認める場合を除き、訪問による

ものに限る。） 

（補助対象者） 

第４条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次の

各号に掲げる補助事業の種類に応じ、当該各号に定めるとおりとする。 

⑴ 前条第１号の相談支援事業（以下「相談支援事業」という。）および同条

第３号の事業計画作成支援事業（以下「事業計画作成支援事業」という。） 

補助事業を実施する養育家庭等 



3 

 

⑵ 前条第２号の居住費支援事業（以下「居住費支援事業」という。） 補助

事業により援助を受ける対象者のうち、次に掲げる全ての要件を満たす者と

する。 

ア 民間の賃貸住宅において一人暮らしをしていること。 

イ 相談支援事業を受けていることまたは品川区里親養育包括支援（フォス

タリング）事業実施要綱（令和６年１０月１日要綱第３７４号）に基づく

事業を適切に実施することができると区が認めた者による前条第１号ア

もしくはイの支援を受けていること。 

ウ 居住費支援事業を受ける年度末時点において２２歳以下であること。 

（補助対象期間） 

第５条 補助事業の実施期間は、養育家庭等措置の解除日または児童自立生活

援助の終了日から起算して４年を経過する日までとする。ただし、当該解除日

または終了日から日をあけて補助事業による援助を実施する場合は、第８条

第２項の規定により交付決定を受けた日から起算して４年を経過する日まで

とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、当該対象者が過去に居住費支援事業に係る補助

金の交付を受けたことがあるときは、居住費支援事業および事業計画作成支

援事業の実施期間は、過去に補助金の交付を受けた居住費支援事業の実施期

間と通算して４年が経過する日までとする。 

（補助金の額） 

第６条 補助金の額は、次の各号に掲げる補助事業の種類に応じ、当該各号に定

める額とする。 

⑴ 相談支援事業 対象者１人につき、１月当たり６，０００円 

⑵ 居住費支援事業 居住に係る費用（賃料、仲介手数料、礼金、保証料等を

含み、民法（明治２９年法律第８９号）第６２２条の２第１項に規定する敷

金を除く。）の実費相当額。ただし、対象者１人につき、１月当たり７２，

０００円を限度とし、他の補助金、貸付その他居住に係る費用に充てること

を目的として受領する金銭がある場合は、その金額分は対象外とする。 

⑶ 事業計画作成支援事業 訪問１回当たり１３，０００円とし、対象児童１

人を単位として１年度につき４回を限度とする。 

（補助金の交付の申請） 
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第７条 補助金の交付を受けようとする者は、区長が定める期日までに品川区

養育家庭等自立援助事業補助金交付申請書（第１号様式、第１号の２様式およ

び第１号の３様式）に必要な書類を添えて、区長に申請しなければならない。 

（補助金の交付の決定） 

第８条 区長は、前条の規定による申請があったときは、当該申請の内容を審査

し、補助金の交付の可否を決定する。 

２ 区長は、前項の規定により補助金の交付の可否を決定したときは、補助金を

交付することの決定（以下「交付決定」という。）をした場合にあっては品川

区養育家庭等自立援助事業補助金交付決定通知書（第２号様式）により、補助

金を交付しないことの決定をした場合にあっては品川区養育家庭等自立援助

事業補助金不交付決定通知書（第３号様式）により、当該申請をした者に通知

するものとする。 

３ 区長は、交付決定に当たり、必要な条件を付することができる。 

（補助事業の変更または中止） 

第９条 前条第２項の規定により交付決定を受けた補助対象者（以下「補助金交

付決定者」という。）は、補助事業の内容を変更し、または補助事業を中止し

ようとするときは、品川区養育家庭等自立援助事業変更・中止申請書（第４号

様式、第４号の２様式および第４号の３様式）により区長に申請し、その承認

を受けなければならない。ただし、第２号に掲げる事項のうち軽微なものにつ

いては、この限りでない。 

⑴ 補助事業の内容を変更しようとするとき。 

⑵ 補助事業を中止しようとするとき。 

２ 区長は、前項の規定による申請を受けたときは、その内容を審査し、適当と

認めるときは、品川区養育家庭等自立援助事業変更・中止承認書（第５号様式）

により補助金交付決定者に通知するものとする。 

（実績報告） 

第１０条 補助金交付決定者は、当該補助事業が完了したときまたは交付決定

に係る会計年度が終了したときは、区長が別に定める期日までに、品川区養育

家庭等自立援助事業実績報告書（第６号様式、第６号の２様式、第６号の３様

式および第６号の４様式）により区長に報告しなければならない。 

（補助金の交付額の確定） 



5 

 

第１１条 区長は、前条の規定による報告を受けたときは、その内容が交付決定

の内容およびこれに付した条件に適合するものであるか否かを審査し、これ

らに適合するものと認めるときは、補助金の交付額を確定するとともに、品川

区養育家庭等自立援助事業補助金額確定通知書（第７号様式）により当該補助

金交付決定者に通知するものとする。 

（補助金の請求） 

第１２条 補助金交付決定者は、前条の規定による通知を受けたときは、品川区

養育家庭等自立援助事業補助金請求書（第８号様式）により、区長に補助金の

支払を請求しなければならない。 

２ 区長は、前項の規定による請求があったときは、補助金を支払うものとする。 

（交付決定の取消し） 

第１３条 区長は、補助金交付決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、

交付決定または第１１条の規定による補助金の交付額の確定の全部または一

部を取り消すことができる。 

⑴ 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

⑵ 補助金を他の目的に使用したとき。 

⑶ 交付決定の内容またはこれに付した条件その他法令に基づく命令に違反

したとき。 

２ 区長は、前項の規定による取り消しをしたときは、品川区養育家庭等自立援

助事業補助金交付決定取消通知書（第９号様式）により、補助金交付決定者に

通知するものとする。 

（補助金の返還） 

第１４条 区長は、第１１条の規定により補助金の交付額を確定した場合にお

いて既にその額を超える補助金が支払われているときまたは前条第１項の規

定による取り消しをした場合において、当該取消しに係る部分に関し既に補

助金が支払われているときは、期限を定めてその返還を命ずるものとする。 

（その他） 

第１５条 この要綱に定めるもののほか、補助事業の実施に関し必要な事項は、

子ども未来部長が別に定める。 

付 則 

この要綱は、令和６年１０月１日から適用する。 
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付 則 

この要綱は、令和７年４月１日から適用する。 



第１号様式（第７条関係） 

 

   年  月  日   

 品川区長 あて 

 

                 申請者 住所 

                     氏名   

                     電話番号     

 

品川区養育家庭等自立援助事業補助金（相談支援事業）交付申請書 

 

品川区養育家庭等自立援助事業補助金について、品川区養育家庭等自立援助事業補

助金交付要綱第７条の規定に基づき、下記のとおり申請します。 

 

記 

 

１ 申請額       

金          円 

 

２ 申請額内訳 

 

対象児童名 金額内訳 

 
実施予定月数   カ月（   月～   月分） 

×６，０００円 =       円 

 
実施予定月数   カ月（   月～   月分） 

×６，０００円 =       円 

 
実施予定月数   カ月（   月～   月分） 

×６，０００円 =       円 

 
実施予定月数   カ月（   月～   月分） 

×６，０００円 =       円 

 
実施予定月数   カ月（   月～   月分） 

×６，０００円 =       円 

 

 

 

 

 



第１号様式（第７条関係） 

 

   年  月  日   

 品川区長 あて 

 

                 申請者 住所 

                     氏名   

                     電話番号     

 

品川区養育家庭等自立援助事業補助金（相談支援事業）交付申請書 

 

品川区養育家庭等自立援助事業補助金について、品川区養育家庭等自立援助事業補

助金交付要綱第７条の規定に基づき、下記のとおり申請します。 

 

記 

 

１ 申請額       

金          円 

 

２ 申請額内訳 

 

対象児童名 金額内訳 

 
実施予定月数   カ月（   月～   月分） 

×６，０００円 =       円 

 
実施予定月数   カ月（   月～   月分） 

×６，０００円 =       円 

 
実施予定月数   カ月（   月～   月分） 

×６，０００円 =       円 

 
実施予定月数   カ月（   月～   月分） 

×６，０００円 =       円 

 
実施予定月数   カ月（   月～   月分） 

×６，０００円 =       円 

 

 

  



第１号の２様式（第７条関係） 

 

年  月  日   

 品川区長 あて 

 

                 申請者 住所 

                     氏名   

電話番号 

               

品川区養育家庭等自立援助事業補助金（居住費支援事業）交付申請書 

 

品川区養育家庭等自立援助事業補助金について、品川区養育家庭等自立援助事業補

助金交付要綱第７条の規定に基づき、下記のとおり申請します。 

 

記 

１ 申請者種別 

  ☐養育家庭等措置解除された者 
  ☐児童自立生活援助を実施されていた者 
 

２ 申請額       

金          円 

 

３ 申請額内訳 

対象月 金額 備考 

４月分 円 賃料・仲介手数料・礼金・保証料・その他（      ） 

５月分 円 賃料・仲介手数料・礼金・保証料・その他（      ） 

６月分 円 賃料・仲介手数料・礼金・保証料・その他（      ） 

７月分 円 賃料・仲介手数料・礼金・保証料・その他（      ） 

８月分 円 賃料・仲介手数料・礼金・保証料・その他（      ） 

９月分 円 賃料・仲介手数料・礼金・保証料・その他（      ） 

１０月分 円 賃料・仲介手数料・礼金・保証料・その他（      ） 

１１月分 円 賃料・仲介手数料・礼金・保証料・その他（      ） 

１２月分 円 賃料・仲介手数料・礼金・保証料・その他（      ） 

１月分 円 賃料・仲介手数料・礼金・保証料・その他（      ） 

２月分 円 賃料・仲介手数料・礼金・保証料・その他（      ） 

３月分 円 賃料・仲介手数料・礼金・保証料・その他（      ） 



４ 他の補助金、貸付、措置費等の受給状況（居住費支援を目的とするもの） 

・東京都社会福祉協議会自立支援資金貸付事業（家賃支援費）の利用： 有 ・ 無   

  ⇒有の場合、１カ月の貸付額         円  

  

・措置費【就職支度費】の住居費都加算分の支給： 有 ・ 無 ・ 不明   

 （有の場合、支給額は品川区で実績を確認します。）  

  

・勤務先等からの住宅手当等の支給： 有 ・ 無   

  ⇒有の場合、１カ月の支給額         円  

  

・その他の補助金、貸付等の利用： 有 ・ 無   

 （詳細）※ 名称、１カ月の金額を記載すること。  

※ 「措置費【就職支度費】の住居費都加算分の支給」以外の場合には、受給状況が分

かる書類を添付してください。 

 

５ 添付書類 

⑴ 実施計画書 別紙のとおり 

⑵ 賃貸借契約書一式の写し 

 

  



第１号の３様式（第７条関係） 

 

   年  月  日 

 品川区長 あて 

 

                 申請者 住所 

                     氏名   

電話番号    

 

品川区養育家庭等自立援助事業補助金（事業計画作成支援事業）交付申請書 

 

品川区養育家庭等自立援助事業補助金について、品川区養育家庭等自立援助事業補助

金交付要綱第７条の規定に基づき、下記のとおり申請します。 

 

記 

１ 申請者種別 

  ☐養育家庭等措置解除された者 
  ☐児童自立生活援助を実施されていた者 
 

２ 申請額       

金          円 

 

３ 申請額内訳 

 

対象児童名 金額内訳 

 実施予定回数  回 × １３，０００円＝         円 

 

４  事業実施計画書  別添のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第２号様式（第８条関係） 

第     号 

年  月  日 

         様 

 

品川区長        □印 

 

 

品川区養育家庭等自立援助事業補助金交付決定通知書 

 

年  月  日付で申請のありました品川区養育家庭等自立援

助事業補助金について、品川区養育家庭等自立援助事業補助金交付要綱第８

条第２項の規定に基づき、下記のとおり交付することに決定したので通知し

ます。 

 

記 

 

１ 補助対象者氏名 

 

 

２ 交付決定額 

  金          円 

 

３ 交付の時期 

 

 

４ 補助条件 



第３号様式（第８条関係） 

第     号   

年  月  日   

         様 

 

品川区長        □印 

 

 

品川区養育家庭等自立援助事業補助金不交付決定通知書 

 

      年  月  日付で申請のありました品川区養育家庭等自立援助

事業補助金について、品川区養育家庭等自立援助事業補助金交付要綱第８条

第２項の規定に基づき、下記の理由により交付しないことに決定しましたの

で通知します。 

 

記 

１ 補助対象者氏名 

 

 

２ 理由 



第４号様式（第９条関係） 

 

年  月  日   

品川区長 あて 

申請者 住所 

                     氏名   

番号電話           

 

品川区養育家庭等自立援助事業（相談支援事業）変更・中止申請書 

 

       年  月  日付第    号で決定を受けた品川区養育家庭等自立援助

事業補助金について、品川区養育家庭等自立援助事業補助金交付要綱第９条第１項の規

定に基づき、申請の内容を変更（中止・廃止）したいので、下記のとおり関係書類を添

えて申請します。 

 

記 

 

１ 変更（中止・廃止）理由 

 

 

２ 変更内容 

（変更前）金         円 

 

（変更後）金         円 

対象児童名 金額内訳 

 
実施月数   カ月（   月～   月分） 

×６，０００円 =     円 

 
実施月数   カ月（   月～   月分） 

×６，０００円 =     円 

 
実施月数   カ月（   月～   月分） 

×６，０００円 =     円 

 
実施月数   カ月（   月～   月分） 

×６，０００円 =     円 

 
実施月数   カ月（   月～   月分） 

×６，０００円 =     円 

 

３ 添付書類 

 



第４号の２様式（第９条関係） 

年  月  日   

品川区長 あて 

 

申請者 住所 

                     氏名   

              電話番号   

 

 

品川区養育家庭等自立援助事業（居住費支援事業）変更・中止申請書 

 

       年  月  日付第    号で決定を受けた品川区養育家庭等自立援助

事業補助金について、品川区養育家庭等自立援助事業補助金交付要綱第９条第１項の規

定に基づき、申請の内容を変更（中止・廃止）したいので、下記のとおり関係書類を添

えて申請します。 

 

記 

 

１ 変更（中止・廃止）理由 

 

 

２ 変更内容 

（変更前）金         円 

対象月 金額 備考 

４月分 円 賃料・仲介手数料・礼金・保証料・その他（      ） 

５月分 円 賃料・仲介手数料・礼金・保証料・その他（      ） 

６月分 円 賃料・仲介手数料・礼金・保証料・その他（      ） 

７月分 円 賃料・仲介手数料・礼金・保証料・その他（      ） 

８月分 円 賃料・仲介手数料・礼金・保証料・その他（      ） 

９月分 円 賃料・仲介手数料・礼金・保証料・その他（      ） 

１０月分 円 賃料・仲介手数料・礼金・保証料・その他（      ） 

１１月分 円 賃料・仲介手数料・礼金・保証料・その他（      ） 

１２月分 円 賃料・仲介手数料・礼金・保証料・その他（      ） 

１月分 円 賃料・仲介手数料・礼金・保証料・その他（      ） 

２月分 円 賃料・仲介手数料・礼金・保証料・その他（      ） 

３月分 円 賃料・仲介手数料・礼金・保証料・その他（      ） 



（変更後）金     円 

対象月 金額 備考 

４月分 円 賃料・仲介手数料・礼金・保証料・その他（      ） 

５月分 円 賃料・仲介手数料・礼金・保証料・その他（      ） 

６月分 円 賃料・仲介手数料・礼金・保証料・その他（      ） 

７月分 円 賃料・仲介手数料・礼金・保証料・その他（      ） 

８月分 円 賃料・仲介手数料・礼金・保証料・その他（      ） 

９月分 円 賃料・仲介手数料・礼金・保証料・その他（      ） 

１０月分 円 賃料・仲介手数料・礼金・保証料・その他（      ） 

１１月分 円 賃料・仲介手数料・礼金・保証料・その他（      ） 

１２月分 円 賃料・仲介手数料・礼金・保証料・その他（      ） 

１月分 円 賃料・仲介手数料・礼金・保証料・その他（      ） 

２月分 円 賃料・仲介手数料・礼金・保証料・その他（      ） 

３月分 円 賃料・仲介手数料・礼金・保証料・その他（      ） 

 

３ 添付書類 

⑴ 事業計画書 別紙のとおり 

⑵ 賃貸借契約書一式の写し 



 

第４号の３様式（第９条関係） 

年  月  日   

品川区長 あて 

申請者 住所 

                     氏名   

電話番号       

 

品川区養育家庭等自立援助事業（事業計画作成支援事業）変更・中止申請書 

 

       年  月  日付第    号で決定を受けた品川区養育家庭等自立援助

事業補助金について、品川区養育家庭等自立援助事業補助金交付要綱第９条第１項の規

定に基づき、申請の内容を変更（中止・廃止）したいので、下記のとおり関係書類を添

えて申請します。 

 

記 

 

１ 変更（中止・廃止）理由 

 

 

２ 変更内容 

（変更前）金         円 

金額内訳 

実施予定回数  回 × １３，０００円＝         円 

 

（変更後）金         円 

 

金額内訳 

実施予定回数  回 × １３，０００円＝         円 

 

３ 添付書類 

事業計画書 別紙のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第５号様式（第９条関係） 

第     号 

年  月  日 

         様 

品川区長        □印 

 

品川区養育家庭等自立援助事業変更・中止承認書 

 

       年  月  日付第    号で交付決定した品川区養育家

庭等自立援助事業補助金に係る    年  月  日付変更（中止・廃止）

申請については、品川区養育家庭等自立援助事業補助金交付要綱第９条第２

項の規定に基づき、下記のとおり承認したので通知します。 

 

記 

 

１ 補助対象者氏名 

 

 

２ 変更交付決定額  

  金        円 

 

 

３ 補助条件 



第６号様式（第１０関係） 

年  月  日   

 品川区長 あて 

 

申請者 住所 

氏名 

                          電話番号          

 

品川区養育家庭等自立援助事業（相談支援事業）実績報告書 

 

  年  月  日付第    号により交付決定を受けた品川区養育家庭等自立援

助事業補助金に係る補助事業が完了したので、品川区養育家庭等自立援助事業補助金交付要綱第

１０条の規定基づき、下記のとおり関係書類を添えて報告します。 

 

記 

 

１ 補助金精算額       

金          円 

 

２ 補助金精算額内訳 

 

 

３ 添付書類 

事業実施報告書 別紙のとおり 

  

対象児童名 金額内訳 

 
実施予定月数   カ月（   月～   月分） 

×６，０００円 =       円 

 
実施予定月数   カ月（   月～   月分） 

×６，０００円 =       円 

 
実施予定月数   カ月（   月～   月分） 

×６，０００円 =       円 

 
実施予定月数   カ月（   月～   月分） 

×６，０００円 =       円 

 
実施予定月数   カ月（   月～   月分） 

×６，０００円 =       円 



第６号の２様式（第１０条関係） 

年  月  日   

 品川区長 あて 

 

申請者 住所 

            氏名 

               電話番号 

 

品川区養育家庭等自立援助事業（居住費支援事業）【  月分】実績報告書 

 

    年  月  日付第    号により交付決定を受けた品川区養育家庭等自立援

助事業補助金に係る補助事業が完了したので、品川区養育家庭等自立援助事業補助金交付要綱第

１０条の規定基づき、下記のとおり関係書類を添えて報告します。 

 

記 

 

１ 補助金精算額       

金          円 

 

２ 補助金精算額内訳 

※ 「居住に要した費用」については、通帳（写）・領収書（写）など金額が分かる書類を添付してくだ

さい。 

※ 「居住費として支給される費用」については、通帳（写）・領収書（写）および通知等を添付してく

ださい。 

 

３ 添付書類 事業実施報告書 別紙のとおり 

対象月 月分 

居住に要した 

費用 

入居時（契約時）までに支払った額（仲介手数料、礼金、保証料等） 

Ａ…               円 

家賃（１カ月分）Ｂ…               円 

その他賃借に必要な経費（１カ月分） 

Ｂ…               円 

敷金      Ｃ…               円 

居住費として 

支給される費用 

貸付金     Ｄ…               円 

補助金     Ｅ…               円 

住居手当    Ｆ…               円 

その他     Ｇ…               円 

請求額 
（ただし限度額５３,７００円） 

Ａ＋Ｂ－Ｄ－Ｅ－Ｆ－Ｇ＝       円 



第６号の３様式（第１０条関係） 

年  月  日   

 品川区長 あて 

申請者 住所             

       氏名 

電話番号            

 

品川区養育家庭等自立援助事業（居住費支援事業）実績報告書 

 

交付決定を受けた品川区養育家庭等自立援助事業補助金に係る補助事業が完了し

たので、品川区養育家庭等自立援助事業補助金交付要綱第１０条の規定に基づき、下

記のとおり実績を報告します。 

 

記 

 

１ 補助金精算額       

金          円 

 

２ 補助金精算額内訳 

対象月 金額 援助日数 うち、訪問による援助日数 

４月分 円 日 日 

５月分 円 日 日 

６月分 円 日 日 

７月分 円 日 日 

８月分 円 日 日 

９月分 円 日 日 

１０月分 円 日 日 

１１月分 円 日 日 

１２月分 円 日 日 

１月分 円 日 日 

２月分 円 日 日 

３月分 円 日 日 

 

 



第６号の４様式（第１０条関係） 

 

   年  月  日   

 

 品川区長 あて 

 

                 申請者 住所 

                     氏名   

電話番号           

 

品川区養育家庭等自立援助事業（事業計画作成支援事業）実績報告書 

 

 年  月  日付第    号で交付決定を受けた品川区養育家庭等

自立援助事業補助金にかかる事業が完了したので、品川区養育家庭等自立援助事業補

助金交付要綱第１０条の規定に基づき、下記のとおり関係書類を添えて報告します。 

 

記 

 

１ 精算額       

金          円 

 

２ 精算額内訳 

 

 

３  事業実施報告書  別添のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対象児童名 金額内訳 

 実施回数  回 × １３，０００円＝         円 



第７号様式（第１１条関係） 

第     号   

年  月  日   

         様 

品川区長       □印   

 

 

品川区養育家庭等自立援助事業補助金額確定通知書 

 

       年  月  日付により交付決定した品川区養育家庭等自立

援助事業補助金について、下記のとおり補助額を確定したので、品川区里親

委託交流経費事業補助金交付要綱第１１の規定に基づき通知します。 

 

記 

 

１ 対象者氏名 

 

 

２ 補助金確定額  

金         円 



第８号様式（第１２関係） 

 

   年  月  日   

品川区長 あて 

 

                   申請者 住所 

                       氏名 

             電話番号 

 

品川区養育家庭等自立援助事業補助金請求書 

 

品川区養育家庭等自立援助事業補助金について、下記のとおり請求します。 

 

記 

 

１ 請求額 

  金             円 

 

 

２ 添付書類 支払金口座振替依頼書 



第９号様式（第１３条関係） 

第     号   

年  月  日   

         様 

 

品川区長        □印   

 

 

品川区養育家庭等自立援助事業補助金交付決定取消通知書 

 

年  月  日付で交付決定した品川区養育家庭等自立援助事業補助

金について、下記のとおり取り消すことに決定したので品川区養育家庭等自立援助事

業補助金交付要綱第１３条第２項の規定に基づき通知します。 

  この取消しに係る部分について、既に交付されている補助金の返還を、品川区養育

家庭等自立援助事業補助金交付要綱第１４条の規定に基づき、下記のとおり命じます。 

 

記 

１ 取消理由 

 

 

２ 既交付決定額 

金         円 

 

３ 取消後交付決定額 

金         円 

 

４ 既交付済額 

金         円 

 

５ 返還する金額 

  金         円 

   

６ 返還期限 

年  月   日 

 

 


